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宮城県登⽶市は「尿ナトカリ⽐」を意識した⾼⾎圧予防
を促す＝同市提供

「尿ナトカリ⽐」、⾼⾎圧予防の新指標 減塩以外の⾷事管理も促す

 ⾼⾎圧を防ぐための新指標が注⽬されている。尿に含まれる
ナトリウム（塩分）とその吸収を抑えるカリウムとの⽐率を⽰
す「尿ナトカリ⽐」だ。学会が⽬標値を設定し、測定機器の普
及や健康診断への導⼊に期待が広がる。減塩に特化した従来の
⾷事管理に⼀⽯を投じる。

 新指標は2024年10⽉に⽇本⾼⾎圧学会が公表した。健常な⽇
本⼈の⽬標値として、尿中のカリウムに対するナトリウムの⽐
率を「２未満」に設定。平均は「４」とされ、値が低くなるほ
ど⾼⾎圧のリスクが下がるとされる。

 同学会によると、ナトリウムの過剰摂取とカリウムの不⾜は
それぞれ独⽴して⾎圧を⾼める。2つの⽐率が⾎圧や循環器疾患
に関連するとの研究結果が蓄積し、新たな評価基準が設けられ
たという。

 ⾼⾎圧は、⾎圧が正常値より慢性的に⾼い状態を指す。⾃覚症
状がないまま動脈硬化を進⾏させ、⼼臓病や脳卒中などの重篤な
合併症につながる恐れがある。国⺠の3⼈に1⼈にあたる約4300
万⼈が患者と推計されている。

 主な予防策はナトリウムの摂取を控える⾷事管理だが、近年は
カリウムが豊富な⾷品の摂取を促す動きが⽬⽴つ。⾎管内の⽔分
を保持して⾎圧を上げるナトリウムの排出を助ける働きがある。

 カゴメは19年、⾷品に含まれるナトリウムとカリウムのバラ
ンスを⽰した「ナトカリマップ」を東北⼤と共同で作成した。ナ
トリウムが多い麺類などの主⾷に、野菜や果物、⾖類といったカ
リウムが豊富なおかずを取り⼊れるよう提案する。23年からは
医者らと「ナトカリ普及協会」を設⽴し、献⽴などの知⾒を発信
している。

 同協会で管理栄養⼠の清⽔友紀⼦さんは「⾼⾎圧の予防は減塩
が最も効果的だが、どうしても難しい場⾯もある。カリウムとの
バランスを意識した献⽴も取り⼊れ、無理のない範囲で⾷⽣活を
改善してほしい」と語る。

 尿ナトカリ⽐を⼿軽に測定できる機器も開発された。病院の検査では結果の通知までに時間を要する例も多い。同
協会が推奨するオムロンヘルスケア（京都府向⽇市）の製品は尿をたらすなどすれば短時間で判明する。ヘルスケア
システムズ（名古屋市）の製品は採尿し郵送することで結果を得られる。年間数千件の測定実績があるという。

 尿ナトカリ⽐を測定しやすい環境が整ったこともあり、健康診断などに導⼊する⾃治体が増え始めた。宮城県登⽶
市は17年度以降、20歳以上の住⺠を対象とした特定健康診査で測定する。⾷育を⽀援するボランティア向けの研修や
測定の体験イベントも継続している。

 市によると、17〜19年度に受診した約1万1000⼈の平均値は「5.4」から「5.0」に下がった。担当者は「尿ナトカ
リ⽐の重要性が住⺠に浸透した結果とみている」とした上で「塩分の摂取量だけでは把握しづらい健康状態が可視化
され、⾷事管理への意欲につながったという声も多い」と話す。

 ⽇本⾼⾎圧学会理事で滋賀医科⼤学の三浦克之教授は「尿ナトカリ⽐を測れば⾼⾎圧のリスクを客観的な数値とし
て評価でき、個⼈が⾷⽣活を改善するために役⽴つ。病気を診断できる指標ではない」と解説する。
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 その上で「普及の度合いは体感的に５％程度。カリウムさえ摂
取すれば減塩は不要とする誤解が広まることを避けた上で、今後
も⾼⾎圧予防に有効であるというエビデンスを蓄積する必要があ
る」と語った。

 （浅野ジーノ）
1⽇の⾷塩摂取量、32年度までに「7グラム」⽬標
厚⽣労働省の調査によると、⾷塩の平均摂取量は2023年時点で
9.8グラムだった。男性が10.7グラム、⼥性が9.1グラムと差が
あった。いずれも10年間で有意な変化はない。同省は32年度ま
でに７グラムまで下げる⽬標を掲げている。

世界保健機関（ＷＨＯ）は５グラム未満を⽬標として定める。⽇
本の現状と約２倍の開きが出ている。

同省によると、⽇本は⽶国や英国と⽐べても⾷塩の摂取量が多
い。摂取源の約７割が味噌やしょうゆ、塩といった調味料という。

⾼齢層は漬物、若年層はインスタントラーメンやカレーなどによる⾷塩の摂取が⽬⽴ち、加⼯⾷品の減塩が特に求め
られている。

【関連記事】
・増える若年層の「ED」、1⼈で悩まないで ⼿術や治療薬で改善
・⽉経前の気分障害、抗うつ薬も選択肢に ⽇本に患者100万⼈
・活⽤したい「⼤⼈のワクチン」 帯状疱疹、肺炎球菌など対応
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